
登別市重度心身障害者医療費助成条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、他の法令に規定するもののほか、重度心身障害者に対し医療費の一部

を助成することにより、保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図ることを目的とす

る。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において「重度心身障害者」とは、次の各号のいずれかに該当するものを

いう。 

（１）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身体障

害者手帳の交付を受けた者であって、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令

第１５号）別表第５号に掲げる等級が次のいずれかに該当する者 

ア １級又は２級の者（別表第５号備考欄１及び３により、２級以上となる者を含

む。） 

イ 心臓、じん臓若しくは呼吸器又はぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫不全ウイ

ルスによる免疫若しくは肝臓の機能の障害（以下、「内部障害」という。）に係る等

級について、３級を持つ者（内部障害４級を重複して持つ者も対象とする。） 

（２）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条第１項に規定する児童相談所又は

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する知的障害者の

更生の援助と必要な保護に関する相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

（昭和２５年法律第１２３号）第６条第１項に規定する精神保健福祉センター又は精神

科を標ぼうする医師において知能指数５０以下と判定又は診断された者 

（３）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第４５条第２項の規定により精神障害者保

健福祉手帳の交付を受けた者であって、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行

令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に掲げる１級に該当する者 

２ この条例において「医療費」とは、医療保険各法の規定による医療に関する給付が行わ

れた場合において、当該医療に関する給付の額（その者が医療保険各法による被保険者

（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第２項に規定する日雇特例被保険者を含

む。以下この条例において同じ。）、組合員若しくは加入者であるときは、当該各法によ

る療養の給付を受けた場合の当該療養の給付の額から当該療養に関する当該各法の規定に

よる一部負担金に相当する額を控除した額とする。）と当該疾病又は負傷について法令等

の規定により国又は地方公共団体等の負担による医療に関する給付が行われた場合におけ

る当該給付の額とを合算した額が、当該医療に要する費用に満たないときのその満たない

額をいう。 

３ この条例において「医療保険各法」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

（１）健康保険法（大正１１年法律第７０号） 



（２）船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

（３）国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

（４）私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（５）国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

（６）地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

（７）高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「高確法」とい

う。） 

４ この条例において「付加給付」とは、医療保険各法の規定により被保険者、組合員若し

くは加入者の一部負担金に相当する額の範囲内において付加給付されるもの又は医療保険

各法の被扶養者の医療費のうち当該各法の規定により付加給付されるものをいう。ただ

し、国民健康保険法第４３条第１項の規定により、一部負担金の割合を減じられている場

合には、当該減じられた割合に相当する額をいう。 

５ この条例において「保護者」とは、親権を行う者又は後見人その他の者で、現に重度心

身障害者と生計をともにし、世帯を同じくしている者をいう。 

６ この条例において「基本利用料」とは、高確法第７８条第４項に規定する厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額に高確法第６７条第１項第１号に定める割合を乗じ

て得た額をいう。 

７ この条例において「食事療養標準負担額」とは、健康保険法第８５条第２項に規定する

厚生労働大臣が定める額をいう。 

８ この条例において「生活療養標準負担額」とは、健康保険法第８５条の２第２項に規定

する厚生労働大臣が定める額をいう。 

（対象者） 

第３条 この条例による医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）

は、登別市の住民基本台帳に登録されている重度心身障害者で、医療保険各法による被保

険者（国民健康保険法第１１６条の２の規定により本市が行う国民健康保険の被保険者を

含み、同条の規定により本市以外が行う国民健康保険の被保険者を除く。）、組合員若し

くは加入者又は被扶養者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による生活保護を受けている者 

（２）児童福祉法第２７条第１項第３号に規定する措置により、小規模住居型児童養育事業

を行う者若しくは里親に委託され、又は児童福祉施設に入所し、医療の給付を受けてい

る者 

（３）重度心身障害者で、次のいずれかに該当する者 

ア 所得の額が、規則で定める額以上であること。 

イ 重度心身障害者の生計を主として維持する配偶者又は民法（明治２９年法律第８９

号）第８７７条第１項に定める扶養義務者の所得の額が、規則で定める額以上である

こと。 



ウ 高確法の規定による医療を受けることができる者（その属する世帯員全員が市町村

民税非課税である者及び高確法第６７条第１項第２号に掲げる者を除く。） 

エ 医療保険各法において高確法の医療給付と同等の給付が受けられる者については、

当該医療を受けることができる間 

（申請及び登録） 

第４条 医療費の助成を受けようとするときは、対象者又は保護者が規則で定めるところに

より、市長に申請し、受給資格の登録を受けなければならない。 

（受給者証の交付） 

第５条 市長は、前条の規定により、この条例による医療費の助成を受ける資格があると認

めた者（以下「受給資格者」という。）に対して、資格の登録をするとともに対象者又は

保護者に規則で定める受給者証を交付するものとする。 

（受給者証の提示） 

第６条 受給資格者は、医療保険各法に規定する保険医療機関又は保険薬局（以下「保険医

療機関等」という。）において、医療を受けようとするときは、当該保険医療機関等に受

給者証を提示しなければならない。 

（助成額） 

第７条 この条例による助成の額（以下「助成額」という。）は、医療費（第２条第３号に

該当する者にあっては入院にかかるものを除く。）から受給者が負担すべき一部負担金及

び基本利用料並びに食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を控除して得た額とす

る。ただし、当該医療費に対し付加給付がある場合は、助成額からその額を控除した額と

する。 

２ 市長は、基本利用料の額が規則で定めるところにより算定した額を超えるときは、その

超える額を助成することができる。 

（助成の方法） 

第８条 医療費の助成は、助成額を保険医療機関等に支払うことによって行うものとする。

ただし、市長は、当該医療費に対し付加給付がある場合は、助成額と付加給付に相当する

額との合計額を保険医療機関等に支払うものとする。この場合、市長は、当該付加給付に

相当する額を、受給資格者又は保護者から徴収するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別な理由があると認めたときは、助成額を受給資格

者又は保護者に支給することにより行うことができる。 

（届出の義務） 

第９条 受給資格者又は保護者は、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その旨

をすみやかに市長に届け出なければならない。 

（１） 受給資格者の氏名、住所又は加入している医療保険の種類等を変更したとき。 

（２） 第２条及び第３条の規定に該当しなくなったとき。 

（資格の喪失） 



第１０条 受給資格者が次の各号のいずれかに該当するに至った日の翌日から、この条例に

よる受給資格を喪失するものとする。 

（１）第２条及び第３条の規定に該当しなくなったとき。 

（２）死亡したとき。 

（３）市の区域内に住所を有しなくなったとき。 

（４）この条例の規定に違反したとき。 

（譲渡又は担保の禁止） 

第１１条 この条例による助成を受ける権利は、これを他人に譲渡し、又は担保に供しては

ならない。 

（助成金の返還） 

第１２条 偽りその他不正の行為により助成を受けたものがあるときは、その者から当該助

成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、昭和４８年１０月１日から適用する。 

附 則（昭和５７年条例第２８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５８年２月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年条例第１５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和５９年１０月１日から適用する。 

附 則（平成６年条例第３３号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成７年１月１日から施行する。 

（登別市重度心身障害者医療費助成条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ この条例の施行の日から平成８年９月３０日までの間は、この条例による改正後の登別

市重度心身障害者医療費助成条例第７条中「健康保険法第４３条の１７第２項に規定する

標準負担額」とあるのは、「６００円（健康保険法第４３条の１７第２項の厚生省令で定

める者については、厚生大臣が別に定める額）」とする。 

附 則（平成７年条例第１２号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（登別市重度心身障害者医療費助成条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ この条例による改正後の登別市重度心身障害者医療費助成条例第３条の規定は、平成７

年４月１日以後に本市が行う国民健康保険の被保険者とされた者について適用する。 



附 則（平成１０年条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年条例第１３号） 

この条例は、公布の日から施行し、平成１０年４月１日から適用する。 

附 則（平成１１年条例第７号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第２２号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第３４号） 

この条例は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成１３年条例第６号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

（登別市重度心身障害者医療費助成条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例による改正後の登別市重度心身障害者医療費助成条例第３条第４号の規定は、

平成１３年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１４年条例第２２号） 

この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年条例第１４号） 

この条例は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第８号） 

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第１１号） 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年条例第３８号） 

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２０年条例第１２号） 

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年条例第１７号） 

この条例は、平成２０年１０月１日から施行する。ただし、第２条中第３条第４号ウの改

正規定は、公布の日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２１年条例第７号） 

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年条例第６号） 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第５号） 



この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第９号） 

この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

  



登別市重度心身障害者医療費助成条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、登別市重度心身障害者医療費助成条例（昭和４８年条例第２９号。以

下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（一部負担金） 

第１条の２ 条例第７条第１項による一部負担金の額は、次の各号に掲げる場合に応じ、当

該各号に定める額とする。 

（１）受給資格者が３歳未満（３歳に達する日の属する月の末日までの期間を含む。）又は

その属する世帯全員が市民税非課税者の場合初診時一部負担金（初診１件につき、医科

受診にあっては５８０円、歯科受診にあっては５１０円、柔道整復師等の施術にあって

は２７０円） 

（２）前号に掲げる場合以外の場合高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８

０号。以下「高確法」という。）第６７条第１項第１号の規定の例により算定した一部

負担金に相当する額その他の高確法に規定する後期高齢者医療被保険者が高確法の規定

により負担すべき額（基本利用料、食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を除

く。）に相当する額から高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３

１８号。以下「令」という。）第１４条の規定の例により算定した高額療養費に相当す

る額を控除した額。この場合において、同条第１項の高額療養費に相当する額の算定に

係る高額療養費算定基準額は、令第１５条第１項及び第２項の規定にかかわらず、４

４，４００円とし、令第１４条第３項の高額療養費に相当する額の算定に係る高額療養

費算定基準額は、令第１５条第３項の規定にかかわらず、１２，０００円とする。 

（一部負担金と基本利用料の合算） 

第１条の３ 前条第２号に該当する場合であって受給資格者が条例第２条第６項に規定する

基本利用料を負担したときは、一部負担金に当該基本利用料を加算した額で一部負担金を

算定するものとする。 

（所得の額等） 

第２条 条例第３条第４号に規定する所得の額は、前年の所得（１月から７月までの分の医

療に関する経費の助成については、前々年の所得とする。）とし、特別児童扶養手当等の

支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号）第８条第１項において準用する同

令第２条第２項に定める額とする。 

２ 条例第３条第４号に規定する所得の範囲は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施

行令第８条第２項において準用する同令第４条の規定によるものとする。 

３ 条例第３条第４号に規定する所得の額の計算方法は、特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律施行令第８条第３項において準用する同令第５条の規定によるものとする。 

（受給資格の登録申請） 



第３条 条例第４条の規定による受給資格の登録の申請は、別記第１号様式の重度心身障害

者医療費受給資格登録申請書（以下「登録申請書」という。）及び別記第１号様式の２の

重度心身障害者医療費受給資格登録世帯調書（以下「世帯調書」という。）により行わな

ければならない。 

２ 前項の登録申請書には、次の各号に掲げる書類を提出するものとする。 

（１）医療保険各法（条例第２条第３項に規定する医療保険各法をいう。以下同じ。）によ

る被保険者、組合員若しくは加入者又は被扶養者であることを証明する書類（以下「被

保険者証」という。） 

（２）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項に規定する身体障害

者手帳 

（３）条例第２条第１項第２号に規定する状態にあることの判定書又は別記第２号様式の重

度心身障害者認定診断書 

（４）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条第

２項に規定する精神障害者保健福祉手帳 

（５）条例第３条第４号に規定する対象者又は配偶者若しくは扶養義務者の所得の状況を明

らかにする書類 

（６）受給資格者の属する世帯全員が市民税非課税者の場合は、世帯全員が市民税非課税者

であることを確認できる書類 

３ 市長は、前項の規定にかかわらず、登録申請書に添付すべき書類の内容が、公簿等によ

って確認することができるときは、当該書類の添付を省略させることができるものとす

る。 

４ 市長は、第２項の規定にかかわらず、必要と認めるときは、他の書類を添付させること

ができるものとする。 

（登録の承認の可否） 

第４条 市長は、前条の登録申請書及び世帯調書の提出があったときは、その内容を審査の

うえ、登録することに決定したとき、又は登録を承認しないことを決定したときは、別記

第３号様式の重度心身障害者医療費受給資格登録承認、不承認通知書により当該登録申請

者に通知するものとする。 

（受給者証） 

第５条 市長は、前条の規定により受給資格者として登録をした者に対し、別記第４号様式

の重度心身障害者医療費受給者証（以下「受給者証」という。）を交付するものとする。 

２ 受給資格者又は保護者は、受給者証を破損し、又は亡失したことにより受給者証の再交

付を受けようとするときは、別記第５号様式の重度心身障害者医療費受給者証再交付申請

書により行わなければならない。 

３ 受給者証は、毎年更新するものとし、その期間は、７月１日から同月３１日までとす

る。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 



４ 前項の更新は、重度心身障害者医療費受給資格更新申請書（別記第１２号様式。以下

「更新申請書」という。）により行うものとする。 

５ 市長は、前項の規定にかかわらず、受給資格者の資格要件を公簿等により確認できると

きは、更新申請書に代えて重度心身障害者医療費受給資格更新申請関係処理簿（別記第１

３号様式）により受給者証の更新をすることができる。 

６ 市長は、第４項による申請があったときは、その内容を審査の上、資格の認定の可否を

決定し、第４条の例により当該申請者に通知するものとする。 

（高額療養費等の徴収） 

第６条 市長は、条例第７条第１項の規定による助成額に医療保険各法の規定による高額療

養費、付加給付金及び高額介護合算療養費並びに独立行政法人日本スポーツ振興センター

法（平成１４年法律第１６２号）に基づく災害共済給付（以下「高額療養費等」とい

う。）に相当する額を含めて助成したときは、市長が助成した額を限度として、高額療養

費等に相当する額の助成金を受給資格者又は保護者から徴収するものとする。 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず受給資格者及び受給資格者の加入する医療保険各法に

よる被保険者、組合員又は加入者並びに保護者（以下「受給資格者等」という。）から高

額療養費等の受領に関する委任を受けたときは、保険者又は独立行政法人日本スポーツ振

興センターから高額療養費等の支払を受けることができる。 

（受給資格者又は保護者への支払） 

第６条の２ 条例第８条第２項に規定する市長が特別な理由があると認めたときとは、次に

掲げるときとする。 

（１）受給資格者又は保護者が、保険医療機関等（条例第６条に規定する保険医療機関等を

いう。以下同じ。）に受給者証を提示しないで受診する等の理由により医療費を直接保

険医療機関等に支払ったことが明らかであるとき。 

（２）受給資格者又は保護者が、第１条の２第２号に規定する額を超えて支払ったことが明

らかであるとき。 

（３）受給資格者又は保護者が第６条第１項の助成金を支払わないとき、受給資格者等が高

額療養費等の申請に同意しないときその他条例及びこの規則の施行上受給資格者に係る

医療費を保険医療機関等に支払うことが不適当であると市長が認めたとき。 

（助成金の支払等） 

第７条 条例第８条第１項の規定による助成金の支払は、保険医療機関等が別記第７号様式

の重度心身障害者医療費請求書（市町村用）（以下「請求書」という。）を市長に提出す

ることにより行うものとする。 

２ 条例第８条第２項の規定による助成金の支給は、医療費の助成を受けようとする者が別

記第８号様式の重度心身障害者医療費助成金交付申請書（以下「申請書」という。）に保

険医療機関等が発行する領収書を添えて市長に提出することにより行うものとする。 

（基本利用料の限度額及び負担割合等） 



第７条の２ 条例第７条第２項に規定する額及び計算方法並びに負担区分等は、令第１５条

第３項に規定する額とする。ただし、同項第２号に掲げる者については、同項第１号に定

める額による。 

（助成金の交付の決定等） 

第８条 市長は、第７条の請求書及び申請書の提出があったときは、その内容を審査し、助

成金を交付することを決定したときは、重度心身障害者医療費及び取扱手数料交付決定通

知書（別記第９号様式）又は重度心身障害者医療費助成金交付決定通知書（別記第１４号

様式）により当該請求者又は申請者に通知するものとする。 

（届出） 

第９条 条例第９条の規定による届出は、別記第１０号様式の重度心身障害者医療費受給資

格内容変更届出書又は別記第１１号様式の重度心身障害者医療費受給資格喪失届出書に受

給者証を添えて行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定による届出がない場合において、その内容を公簿等により確認でき

るときは、職権により受給資格の変更又は喪失をすることができる。なお、職権により受

給資格の喪失を行った場合は、重度心身障害者医療費受給資格喪失通知書（別記第１５号

様式）によりその旨を受給資格者又は保護者に通知するものとする。 

（受給者証の返還） 

第１０条 条例第１０条の規定による受給資格者が受給資格を喪失したときは、速やかに受

給者証を市長に返還しなければならない。 

（第三者の行為による被害の届出） 

第１１条 受給資格者又は保護者は、医療費の支給事由が第三者の行為によって生じたもの

であるときは、その事実、当該第三者の氏名及び住所又は居所（氏名又は住所若しくは居

所が明らかでないときはその旨）並びに被害の状況を第三者行為に関する被害届出書（別

記第６号様式）により、直ちに市長に届け出なければならない。 

 

附 則（昭和４８年規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和４８年１０月１日から適用する。 

附 則（平成６年規則第４８号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成７年１月１日から施行する。 

（登別市重度心身障害者医療費助成条例施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

８ この規則の施行の日前にこの規則による改正前の登別市重度心身障害者医療費助成条例

施行規則の規定によりされた処分、手続きその他の行為は、この規則による改正後の登別

市重度心身障害者医療費助成条例施行規則の規定によりされた処分、手続きその他の行為

とみなす。 



９ この規則の施行の際この規則による改正前の登別市重度心身障害者医療費助成条例施行

規則の規定に基づいて作成された様式の用紙で現に残存するものは、当分の間、使用する

ことができる。 

附 則（平成９年規則第１８号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成９年７月１日から施行する。 

附 則（平成９年規則第４５号） 

この規則は、平成９年８月１１日から施行する。 

附 則（平成９年規則第４９号） 

この規則は、平成９年９月１日から施行する。 

附 則（平成１０年規則第１２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１１年規則第１４号） 

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年規則第１８号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１３年４月１日から施行する。ただし、第１条中登別市重度心身障害

者医療費助成条例施行規則第２条及び第２条中登別市母子家庭等医療費助成条例施行規則

第２条の規定並びに第３条中登別市乳幼児医療費助成条例施行規則第２条の改正規定は平

成１３年１０月１日から、第４条中登別市老人医療費助成条例施行規則第３条（「条例第

３条第１項第３号」を「条例第３条第１項及び同項第３号」に改める部分に限る。）及び

別表の改正規定は平成１３年７月１日から施行する。 

附 則（平成１３年規則第２７号） 

この規則は、公布の日から施行し、第１条の規定による改正後の登別市重度心身障害者医

療費助成条例施行規則の規定、第２条の規定による登別市母子家庭等医療費助成条例施行規

則の規定及び第３条の規定による登別市乳幼児医療費助成条例施行規則の規定は、平成１３

年９月１日から適用する。 

附 則（平成１４年規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１６年規則第２９号） 

この規則は、平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年規則第１４号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年規則第２５号） 

この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第１５号） 



この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年規則第２６号） 

（施行期日） 

１ この規則は公布の日から施行し、平成１８年１０月１日（以下「適用日」という。）か

ら適用する。 

（経過措置） 

２ 第１条から第３条までの規定による改正後の登別市乳幼児医療費助成条例施行規則第１

条の２第２号、登別市重度心身障害者医療費助成条例施行規則第１条の２第２号及び登別

市ひとり親家庭等医療費助成条例施行規則第１条の２第２号の規定は、適用日以後に受け

る医療に係る医療費について適用し、平成１８年４月１日から適用日前までに受けた医療

に係る医療費については、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成２０年１月１日から適用する。 

附 則（平成２０年規則第１２号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年規則第２５号） 

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。ただし、第２条中第４号様式の改正規

定は、平成２０年８月１日から施行する。 

附 則（平成２０年規則第３９号） 

この規則は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２２年規則第１７号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年規則第１号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年規則第４３号） 

この規則は、平成２８年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年規則第２９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 登別市の処分又は不作為についての不服申立てであって、この規則の施行前にされた登

別市の処分又はこの規則の施行前にされた申請に係る行政庁の不作為に係るものについて

は、なお従前の例による。 

 



別記第 1号様式(第 3条関係) 
重度心身障害者医療費受給資格登録申請書 

 登 別 市 長    様                             年   月   日 

申

請

者 

住 所 登別市    町   丁目   番地  電 話 (    )  ―     

氏 名 印  続 柄   

 
 次のとおり重度心身障害者医療受給資格の登録を受けたいので申請します。 
 なお、資格の認定に必要な私及び私の世帯員の所得及び住民税の課税状況について、公簿により確認することを承諾し
ます。 
 

※ 受 給 者 番 号  0307   

申

請

内

容 

対
象
者
の
状
況 

対
象
者 

ふ り が な   性 別 □男  □女 

氏 名 
  

生年月日 年  月  日 

住 所  登別市      町     丁目      番地 

主 た る 生 計
維 持 者 の 氏 名 

□対象者に同じ 
□ 

対 象 者
との続柄 

  
扶 養
人 数 

人 

受
給
資
格
要
件
の
状
況 

障
害
の
状
況 

□身体障害 

□知的障害 
 □療育手帳 
 □診断(判定) 

□精神障害 

交付年月日・判定 (診断 )年月日        年     月     日 

手 帳 の 番 号  北海道 第             号 

身 体 障 害 の 等 級                    級 

療 育 手 帳 の 障 害 の 程 度 等 □A  □B  □知能指数(       ) 

総 合 判 定 ( 診 断 )    □重度   □中度   □軽度 

判 定 (診 断 ) 機 関 名   

医
療
保
険 

種 別   

保 険 者 名 称   番 号   

被 保 険 者 証 記 号   番 号   

被保険者氏名 
□対象者に同じ 
□ 

続 柄   

資格取得年月日 年     月     日       

所得金額 円 控 除 額 円 
審査対象
所 得 額 

円 

申

請

理

由 

□障害の状況が要件に該当するため 
□他市区町村から転入したため 
□所得金額が制限額未満となったため 
□ 

添

付

書

類 

□障害の状況を証明する書類 
(□身障手帳□療育手帳□判定(診断)書□精神手帳) 
□医療保険の被保険者証 
□主たる生計維持者の所得の状況に関する書類 
(□所得証明書□源泉徴収票 
 □その他(                  )) 
□その他(□申立書 □             ) 

資
格
審
査 

確

認

事

項 

  該 当 非該当 確認状況 
決 裁 

起案日(公簿等確認日) 

年   月   日 住基台帳等 □ □   

障 害 □ □   受給資格を□登録□登録しないこととし、
受給者証を□交付□交付しないこととして
よろしいか伺います。  医 療 保 険 □ □   

所得金額 

□ □   

 
  

審
査
結
果 

□該 当 
自己負担  □初  □課  □課(停止) 事業

種別 
□補助 
□単独 

受 付 印 

対象期間   年  月  日～  年  月  日 

□非該当 
理 由  □所得制限額超過 □ 入

力 

□済 
□未 非該当通知      年    月    日付通知 

 
別記様式第１号の２から別記様式第１５号まで （略） 


